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６月２２日、関係府省庁等の政務官級で構成される「アジア拠点化・対日投資促進会議」第３回会合において、
「アジア拠点化・対日投資促進プログラム」（平成２３年１２月１６日決定）を改訂し、

（１） 対日直接投資倍増目標の設定 …２０２０年までに、２０１１年比で対日直接投資残高を３５兆円に倍増。

（２） 復興への貢献の具体化 …被災地域への対日投資を呼び込むことに積極的に取り組む。

（３） ＰＤＣＡサイクルの実施 …フォローアップのため、今後、年央にアジア拠点化・対日投資促進会議を開催。

を決定。政府を挙げて、これらの実現に努める。その際、積極的な国内外への広報を実施。

１．アジア拠点化・対日投資促進プログラムの推進

1

～ ～

【出所】 対外資産負債残高統計（財務省・日本銀行）
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（１） 世界水準を目指した投資環境の整備

① アジア拠点化推進法案の早期成立等により、税制や補助金などのインセンティブ
措置を強化し、グローバル企業の高付加価値拠点を誘致。

② 行政手続に関するワンストップサービスの更なる強化により外国企業の負担を軽
減するなど、世界トップクラスの投資サポート体制を構築。

③ 「医療機器の審査迅速化アクションプログラム」を着実に実施するとともに、審査手
続の一層の明確化、透明化を図るなど行政手続の透明性を向上。
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（１） 収益性の向上等を

通じた我が国の立地

競争力強化

（２） 対日直接投資の

阻害要因となっている

規制等の見直し

（３） 対日投資について

の我が国政府の姿勢

に対する懸念の払拭

（２） 地方とも連携した規制等の見直しと生活環境の整備

① 地域の創意工夫を活かすべく、総合特区制度及び復興特区制度による規制の特
例措置及び税制・財政・金融上の支援措置を活用。

② インターナショナルスクールの各種学校認可の弾力的な扱いの促進、安心して医

療機関を受診できる環境の整備及び新たな在留管理制度の導入等、外国人の生
活環境の向上を促進。

（３） 国際広報戦略に基づく大胆なキャンペーンの展開

① 我が国の魅力を発信するための戦略的な広報、思い切ったキャンペーンを、観光
分野等とも一体的に推進。

② 国際会議や要人会談等あらゆる機会を最大限活用し、海外の企業や投資家に向
けた情報を積極的に発信。

２．対日直接投資倍増目標の実現に向けた課題と対応

課題 対応の方針と取組み

政府が先頭に立って我が国の魅力を示し、対日投資歓迎の姿勢を明確化。



３．被災地への外資系企業の展開事例

昨年の震災以降、被災地において拠点を開設した代表例は、以下のとおり。

こうした企業活動を更に加速させるため、プログラムの内容を踏まえ、開かれた復興の実現を目指す。
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イケア・ジャパン㈱ IKEA 仙台ミニショップ

（2011年9月、仙台市）
・面積約600坪
・取扱商品約600（小物、生活雑貨等）
・従業員約25名

［各社ＨＰ及びプレスリリース等より内閣府作成］

アマゾン ジャパン㈱
カスタマーサービス
センター
（2012年2月、仙台市）

・仙台トラストタワーの12階
・顧客からの電話及びメール

による問合せに365日対応
・将来は、最大数千名を雇用

する予定。

日本ＧＥ㈱東北本社（2012年4月、仙台市）

・金融部門１４名、新設の
「復興支援・サステナブル
シティ推進本部（以下、
本部）」２名でスタート。

・本部は、ＬＥＤを使った
レタス栽培の実証実験
（※）等を担当。

※
植物工場の研究・開発、設計

・施工請負等の事業を行って
いる㈱みらいとの協働。

人工光型植物工場の例（㈱みらい）


